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05年７～９月期の非農業部門労働生産性は、前期比年率＋4.1％と４～６月期の同＋

2.1％から加速した。生産が同＋4.2％と小幅減速したものの、労働投入量が同＋0.1％に

鈍化した。非農業部門労働生産性は前期比年率で18四半期連続のプラスとなった。米国で

は労働市場の柔軟性が高いため、生産の伸びが鈍化すると同時に、労働投入量を抑制する

ことが可能となっており、生産性の向上が持続している。 

生産性統計は、前期比での振れが大きいため基調を判断するためには前年比の動きをみ

る必要がある。７～９月期は＋3.0％と４～６月期の＋2.3％から加速した。比較的高い伸

びを維持し、95年４～６月期以降10年に亘り生産性の向上が持続している。トレンドを示

す５年移動平均をみると、前年同期比＋3.3％と60年代と同レベルの高い伸びとなってお

り、生産性は長期的な上昇トレンドを維持している（グラフ参照）。 

一方、生産性が加速し、時間あたり賃金が前期比年率＋3.6％に鈍化したためユニッ

ト・レーバー・コスト（ＵＬＣ）は同▲0.5％と５四半期ぶりにマイナスに転じた。前年

比でも、生産性の伸びが加速したことから、ＵＬＣは＋2.7％と伸び率が鈍化したため、

ＣＰＩコア指数への上昇圧力も緩和しているとみられる。 

 

製造業の労働生産性は、労働投入量の減少幅が縮小したものの、生産の拡大ペースの速

まりによって、前期比年率＋4.5％と４～６月期の同＋3.6％から加速した。前年比でも＋

4.7％（同＋4.6％）と高い伸びを維持した。一方、ＵＬＣは賃金の伸び鈍化によって、前

年同期比＋2.5％（同＋4.2％）と低い伸びにとどまっている。このように足下では、生産

性の高い伸びを背景に投入コスト上昇の影響を吸収することが可能な状態にある。 

非農業部門の労働生

産性は、前期比年率

＋4 . 1％、U L C は同

▲0 . 5％ 

製造業の労働生産性

も上昇ペース加速 

労働生産性（Productivity and Costs）
全産業－Bussiness sector 非農業－Nonfarm sector 製造業－Manufacturing sector
単位当たり生産 ﾕﾆｯﾄﾚｰﾊﾞｰｺｽﾄ 単位当たり ﾕﾆｯﾄﾚｰﾊﾞｰｺｽﾄ 単位当たり ﾕﾆｯﾄﾚｰﾊﾞｰｺｽﾄ

生産 生産

2002 (＋4.0) (▲0.6) (＋4.3) (▲1.1) (＋7.5) (▲0.2)
2003 (＋3.9) (＋0.0) (＋3.8) (▲0.4) (＋5.2) (＋2.9)
2004 (＋3.4) (＋1.2) (＋3.4) (＋0.4) (＋5.2) (▲2.9)
03/1Q ＋2.8 (＋2.4) ＋2.8 (＋0.6) ＋3.1 (＋2.0) ＋2.6 (＋0.1) ＋5.7 (＋5.0) ＋11.5 (＋3.1)
03/2Q ＋7.6 (＋3.8) ▲0.7 (▲0.2) ＋6.6 (＋3.5) ▲0.3 (＋0.1) ＋3.3 (＋4.4) ＋3.5 (＋3.3)
03/3Q ＋8.4 (＋5.3) ▲3.7 (▲0.4) ＋9.6 (＋4.8) ▲4.1 (▲0.4) ＋11.0 (＋5.5) ▲4.5 (＋2.7)
03/4Q ＋0.3 (＋4.7) ＋2.1 (＋0.1) ＋0.8 (＋5.0) ＋2.0 (＋0.0) ＋3.2 (＋5.8) ＋1.1 (＋2.7)
04/1Q ＋3.4 (＋4.9) ＋1.0 (▲0.4) ＋2.1 (＋4.7) ＋1.3 (▲0.3) ＋3.0 (＋5.1) ▲12.4 (▲3.3)
04/2Q ＋3.4 (＋3.8) ▲0.3 (▲0.2) ＋4.5 (＋4.2) ▲0.8 (▲0.4) ＋7.6 (＋6.1) ▲2.3 (▲4.7)
04/3Q ＋1.4 (＋2.1) ＋5.2 (＋1.9) ＋1.3 (＋2.2) ＋4.7 (＋1.8) ＋4.4 (＋4.5) ＋5.2 (▲2.3)
04/4Q ＋3.1 (＋2.8) ＋7.9 (＋3.4) ＋2.5 (＋2.6) ＋7.6 (＋3.3) ＋6.3 (＋5.3) ＋4.6 (▲1.5)
05/1Q ＋2.9 (＋2.7) ＋1.7 (＋3.6) ＋3.2 (＋2.9) ＋2.2 (＋3.4) ＋4.2 (＋5.6) ＋2.8 (＋2.5)
05/2Q ＋0.8 (＋2.1) ＋2.2 (＋4.2) ＋2.1 (＋2.3) ＋1.8 (＋4.1) ＋3.6 (＋4.6) ＋4.2 (＋4.2)
05/3Q ＋4.8 (＋2.9) ▲0.6 (＋2.8) ＋4.1 (＋3.0) ▲0.5 (＋2.7) ＋4.5 (＋4.7) ▲1.6 (＋2.5)
（出所）労働省（Department of Labor）
（注）数字は前期比年率伸び率、カッコ内は前年同期比伸び率（年次は前年比）（％）
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企業の収益環境をみると、ＮＩＰＡベースの企業収益は、価格要因（ＧＤＰデフレータ

ー）、コスト要因（ＵＬＣ）、数量要因（実質ＧＤＰ成長率）によって概ね決定される。

７～９月期には、時間あたり給与の伸び率が前年同期比＋5.8％と鈍化した一方、労働生

産性が同＋3.0％と加速したため、非農業部門のＵＬＣは同＋2.7％とプラス幅が縮小した。

さらに、潜在成長率程度の成長が持続する中でＧＤＰデフレーターが同＋2.9％と上昇ペ

ースが加速したこと、前年同期の企業収益の伸び率が低かったことから、７～９月期の企

業収益（ＮＩＰＡベース）は４～６月期の＋16.8％から加速し同＋20％台の伸びが予想さ

れる。 

 

米国景気は、安定拡大局面入りしたこともあり、労働生産性はこれまでのような高い伸

びが期待できない。ただし、国際的な競争激化に加え、投入コストの高止まりによってコ

スト抑制圧力の強い状態が続くとみられ、企業は情報化、組織改革、国内外でのアウトソ

ーシングといった手法を用いて効率化を続けざるを得ない。この結果、労働生産性の向上

が続くと予想される。 

一方、時間あたり給与に関しては、訴訟制度改革に伴い医療費負担の伸び率が鈍化傾向

を辿るものの賃金が雇用環境の改善が続く中で緩やかながらも上昇ペースが速まるとみら

れ、現状程度の伸びが続く可能性が高い。以上のことから、今後ＵＬＣは緩やかな上昇が

予想され、消費者物価コアへの上昇圧力は限定的なものにとどまる公算が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７～９月期の企業収

益は前年の低い伸び

の反動もあり伸びが

加速する公算 

生産性の向上を背

景とした物価の安

定持続 
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